障害者自立支援法【平成21年4月基準・報酬改定対応】

障害福祉サービス

モデル利用契約書

（生活介護事業・通所利用版）
本「モデル利用契約書」は、「生活介護事業を提供する障害福祉サービス事業所」を例として作成しその他の日中活動系事業で活用する際の留意点等を記載しています。

※施設入所支援の利用を伴わない、通所による障害福祉サービス（生活介護等）の利用に係る「モデル利用契約書」です。なお、障害者支援施設の実施する日中活動の利用者のうち通所による利用のみの場合にも、この「モデル利用契約書」を用いて説明を行ってください。

モデル「「指定生活介護事業所（※1）○○園」」利用契約書
全国社会福祉施設経営者協議会版
　
（※1）　「生活介護」、「就労継続支援」などの事業名を記載。
（注）就労継続（A型）については、原則として、別途、雇用契約が必要。
ⅰ．［目　的］
【全事業共通】
	第１条（目的）
　　本契約は、障害者自立支援法等関係法令の理念に則り、利用者の自立と社会経済活動への参加を促進するために、事業者が個別支援計画に基づき利用者に対して必要なサービスを適切に行うことを定めます。


（注）全国経営協におけるこれまでの「モデル利用契約」では、『この契約の最終的な目的は、「利用者の自立と社会経済活動への参加」を達成することにある。（中略）障害者施設サービスの意義は、決して現状維持的な目標にとどまるものではなく、利用者が少しずつでも自立能力を獲得することにあるのであって、これを不可能な目標として軽視することは許されない。』としており、この考え方を踏襲しています。
ⅱ．［期　間］
【全事業共通】
	第２条（期間）
本契約の契約期間は、平成　年　月　日から平成　年　月　日までとします。


　（注）訓練等給付に係る事業(※2)の暫定支給時の契約は、次の条項を追加。
【例文】
２　本契約における〔その事業所で行う訓練等給付の事業名を入れ込む〕の
契約期間は、暫定支給決定期間とします。
なお、暫定支給期間終了後の本支給決定時には、再度、本支給決定期間に合わせて契約を結ぶものとし、本支給決定がなされない場合には、第9条（生産活動を行う場合は第10条）6号により、新たな契約は締結いたしません。
　（※2）自立訓練（機能訓練、生活訓練、宿泊訓練）、就労移行支援、就労継続支援（A，B型）
（注）契約期間を定めるに当たっては、介護給付費等の支給決定期間と一致させるのが妥当と考えられます。全社協版「モデル利用契約」においても、支給決定期間より短い期間を契約で設定することは、いたずらに利用者に抑圧感を与え、再契約がなされないかのような恐れをいだかせるものであり、そのような期間設定はなすべきではないとしています。
　　　　また、介護給付費等の支給決定期間よりも長い期間を契約で設定しておくと、障害程度区分等の変更（見直し）等によって、支給決定がなされないような事態になると、そのリスクは事業者が負わなければならないことになるのであって、これも事業者に課す負担としては過大であるとしています。

ⅲ．［個別支援計画］
【全事業共通】
	第３条（個別支援計画）
事業者においては、利用者の状況等ならびに課題と意向を常に把握するとともに目標を設定し、利用者への面接とサービス担当者会議を経て、サービス管理責任者が利用者の個別支援計画を作成します。
この個別支援計画については、事業者が利用者にその内容を説明し、文書による同意を得たうえで作成するもので、その写しを利用者に交付いたします。
なお、利用者はいつでも個別支援計画についての説明を求め、意見を述べることができます。


ⅳ．［サービス内容］
	第４条（サービス内容）
　事業者は、前条に定める個別支援計画及び別紙「サービス利用説明書」に基づいて、利用者に次の内容のサービスを提供します。（※3）
1 心身の状況に応じた適切な介護
2 食事の提供（※4）
3 健康管理
4 相談及び援助
5 個別的なリハビリテーション　※リハビリテーション加算算定事業所において記載
6 生産活動の機会の提供　　　※生産活動実施事業所において記載
（生産活動にともなう工賃支払含　※5）
7 （各事業所における自由設定のサービス）



（注）サービス内容は、各施設サービスで異なっています。しかし、サービス内容と次条の利用料は、サービス契約の中核部分をなすものであって、詳細かつ具体的に定められなければなりません。この中核部分であるサービス内容と利用料に関する部分は、契約書とは別立てにして、「重要事項説明書」や「サービス利用説明書」によって、詳細かつ具体的に記載し説明することが適切です。
（※3）各事業によって記載すべき事項が異なります。必要事項については、指定基準を参照のうえ作成します。
（※4）生活介護事業所における食事の提供ついて
食事の提供は事業者の任意。ただし、食事提供の有無に係る利用者への事前説明と同意は義務化。（施設外調理による外部委託可）
（※5）生産活動の内容は、工賃の支払いとあわせて、重要事項説明書に示す必要があります。
（注）就労継続支援A型は、別途、雇用契約の締結と関係法規の遵守が必要になります。
ⅴ．［利用料］
【全事業共通】
	第５条（利用料）
１　利用者は、前条に定めるサービスに対して、重要事項説明書に定める所定の利用者負担額（サービス利用説明書にも記載）を、食費・光熱水費とあわせて事業者に支払います。ただし、サービス利用料金のうち介護給付費等から支給される部分（全体額の9割）については、原則として、事業者が市町村から代理して受領しますから、利用者が直接支払う必要はありません。
２　利用者は、事業者が計算して請求した前項の利用者負担額について、当月分を翌月○日までに支払います。


ⅵ．［生産活動と工賃の支払］
（注）生産活動と工賃の支払に関する条項は、生産活動を伴う事業である「就労移行支援」「就労継続支援（A,B型）」、「生活介護」の契約書のみに記載する条項です。そのため、上記事業における利用契約においては、他の事業体系の契約書よりも１条分だけ条文数が多く（条文数が１つずつ繰り下がる）なります。
なお、就労継続支援A型については、原則として別途、雇用契約が必須となります。
【「就労移行支援」「就労継続支援（A,B型）」、「生活介護」】
	第６条（生産活動と工賃の支払）
１　事業者は、第３条に規定する個別支援計画において生産活動の内容を定め、利用者に対して就労に関する適切な訓練・支援等の機会を提供します。
２　事業者は、生産活動における事業収入から必要経費を控除した額に相当する工賃を生産活動に従事された利用者に支払います。


（参考）就労継続支援Ｂ型の1月あたりの工賃平均額は3,000円を下回ることはできません。
ⅶ．［事業者の基本的義務］
【全事業共通】
	第６条（事業者の基本的義務）（生産活動を伴う事業では第７条）
１　（自立等の支援）事業者は、利用者に対し、利用者の自立と社会経済活動への参加促進の観点から、できる限り居宅に近い環境の中で、個別支援計画に基づくサービス提供と利用状況の把握を適切に行います。
２　（利用者の意思等の尊重）事業者は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場にたって、障害福祉サービスを提供します。


ⅷ．［事業者の具体的義務］
【全事業共通】
	第７条（事業者の具体的義務）（生産活動を伴う事業では第８条）
１　（安全配慮義務等）事業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮するとともに、非常災害対策ならびに衛生管理等に必要な措置を講じます。
２　（説明義務）事業者は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に対して適切に説明します。
３　（秘密保持等）事業者及び従業者は、本契約によるサービスを提供するにあたって知り得た利用者やその家族等の秘密について、正当な理由がある場合を除き第三者に開示することはありません。また、秘密を漏らすことが無いよう、必要な措置を講じます。
４　（身体拘束の禁止）事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ないません。
５　（苦情対応）事業者は、第16条に基づく苦情の受付・解決に際し、その内容を記録します。また、苦情に対して市町村等が行う調査等に協力し、指導又は助言を受けた場合は、必要な改善を行います。
６　（記録整備保存義務）事業者は、サービス提供に関する記録を整備し、サービス提供完了日から5年間保存します。利用者は、事業者の窓口業務時間内（午前　　時～午後　　時）に自分の記録を見ることができますし、実費を負担してコピーすることもできます。


ⅸ．［事故と損害賠償］
【全事業共通】
	第８条（事故と損害賠償）（生産活動を伴う事業では第９条）
１　事業者は、サービスの提供によって事故が生じた場合には、速やかに都道府県、市町村及び利用者の家族等に連絡して必要な措置を講じます。また、事故状況及び処置について記録します。
２　事業者は、サービスを提供するにあたって、事業者の責任と認められる事由によって利用者に損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償します。


ⅹ．［契約の終了事由］
【全事業共通】
	第９条（契約の終了事由）（生産活動を伴う事業は第１０条）
　本契約は、以下の各号に基づく契約の終了が生じた場合に終了するものとします。
一　利用者が死亡した場合
二　事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合
三　事業所の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合
四　事業所が事業者の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
五　第10条から第12条（＊生産活動を伴う事業は第11条から第13条）に基づき本契約が解約又は解除された場合
六　第2条の契約期間が満了した場合（但し満了前に契約更新の手続きがとられた場合は除く）


ⅹⅰ．［利用者からの中途解約等］
【全事業共通】
	第１０条（利用者からの中途解約等）（生産活動を伴う事業では第１１条）
１　利用者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、利用者は契約終了を希望する日の○日前（※6）までに事業者に通知するものとします。
２　利用者が、第１項の通知を行わずに事業所から退去した場合には、事業者が利用者の解約の意思を知った日をもって、本契約は解約されたものとします。


　（※6　最大でも7日前が適当。利用者の過度な負担を生じさせない観点から、例えば「1ヵ月前」といった設定は好ましくない。）
ⅹⅱ．［利用者からの契約解除］
【全事業共通】
	第１１条（利用者からの契約解除）（生産活動を伴う事業では第１２条）
　利用者は、事業者もしくは従業者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、ただちに本契約を解除することができます。
一　事業者もしくは従業者が正当な理由なく本契約に定める障害福祉サービスを実施しない場合
二　事業者もしくは従業者が第7条1項から4項（生産活動を伴う事業は第8条同項）に定める義務に違反した場合
三　事業者もしくは従業者が故意又は過失により利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合
四　他の利用者が利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合において事業者が適切な対応をとらない場合


ⅹⅲ．［事業者からの契約解除］
【全事業共通】
	第１２条（事業者からの契約解除）（生産活動を伴う事業では第１３条）
　事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができます。
一　利用者に支払能力があるにもかかわらず第5条に定めるサービス利用料金の支払いが、○ヵ月以上（※7）遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず故意に支払わない場合
二　利用者が、他の利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場合
三　利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくは従業者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場合
四　利用者が連続して3ヵ月を超えて医療機関に入院すると確実に見込まれる場合または現に連続して3ヵ月を超えて入院した場合


（※7　少なくとも3ヵ月の設定とすること。）　
（[参考：全国経営協版介護契約書では6ヵ月の設定]）
（注）利用料の滞納への対応は、まず、その原因を探ることが重要です。必要に応じて利用者や家族との面談等を経て、プライバシー等に配慮しながら行います。原因が、たとえば家族の入院というような一時的なものであれば事業者側の配慮が必要です。いずれにせよ、障害福祉サービスを必要とする利用者への最大限の配慮が契約解除に至るまでに必要となります。
ⅹⅳ．［利用者の欠席等にかかる取り扱い］
【全事業共通】
	第１３条（利用者の欠席等に係る取り扱い）（生産活動を伴う事業は第１４条）
通所による（施設入所支援の利用を伴わない）利用者が、事前の申出等により障害福祉サービスの利用を行わなかった場合には、訪問による相談・支援等を行います。

なお、相談・支援が行われた場合には、重要事項説明書に定める利用料金を事業者に支払うものとします。


ⅹⅴ．［サービス利用のキャンセル］
【全事業共通】
	第１４条（サービス利用のキャンセル）（生産活動を伴う事業では第１５条）
　　サービス利用のキャンセルについては、サービス利用日の○日前（注：3日程度）までに申出のない場合、利用者は重要事項説明書に定めるキャンセル料として食費の原材料費相当額を事業者に支払うものとします。


ⅹⅵ．［苦情解決］
【全事業共通】
	第１５条（苦情解決）（生産活動を伴う事業では第１６条）
１　利用者は、本契約に基づくサービスに関して、いつでも重要事項説明書に記載されている苦情受付窓口に苦情を申し立てることができます。
２　利用者は、本契約に基づくサービスに関して、重要事項説明書に記載された第三者委員に苦情を申し立てることもできますし、重要事項説明書に記載された都道府県社会福祉協議会に設置されている運営適正化委員会に苦情を申し立てることもできます。


ⅹⅶ．［協議事項］
【全モデル契約書共通】
	第１６条（協議事項）（生産活動を伴う事業では第１７条）
　本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は障害者自立支援法等の関係諸法令の定めるところに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。


	上記の契約を証するため、本書2通を作成し、利用者、事業者が記名捺印のうえ、各1通を保有するものとします。

	

	　　　　　　　　　平成○年○月○日

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名  

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者  住所

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用者　住所

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


《参考》定められていない条項について
参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」（平成15年3月）
☆「身元引受人条項あるいは身元引受人欄」
· 身元引受人に関する条項あるいは記載欄は、意識的に排除するものとした。なぜなら、そのような条項や記載がなされると、身元引受人を確保しえないことが前述した応諾義務を免除する「正当な理由」があるものと誤解されがちだからである。介護サービス利用契約に関するモデル契約書では、身元引受人に換えて、残置物引取人を定めれば足りるという理解に立っているが、ここではそれも定めていない。それは、（中略）、高齢者契約とは異なって、障害者契約が長期に亘る支援を定めるものであって、長期の蓄積によって遺産が残されるかのように予定することは妥当でないし、比較的短期に契約が終了することを前提とする残置物引取人の記載はふさわしくないように考えたからである。したがって、残置物引取などの必要性がないとまで考えているものではない。そのため、サービス利用説明書において、緊急の連絡先の記載欄を設け、いざという場合の備えとしているものである。
☆「立会人欄」
· 立会人については、障害をもつ人が対等な契約当事者として自己決定権を行使するためには、立会人たる第三者が契約の内容をわかりやすく本人に説明したり、契約の方式について本人をサポートするなどによって、契約プロセス全体を支援し、それをもって契約プロセスを適正化することが不可欠である。したがって、契約するに際しては、適切な立会人による支援を確保することが必要である。しかしながら、これを契約書上の記載事項としてしまうと、適切な立会人を確保しえない人にとっては、契約関係に入ること自体を阻害する要因にもなりかねない。そういう意味においては、立会人欄を設けることは、身元引受人欄を設けることと同様な弊害をもたらしうる。そのため、モデル契約書では、立会人の存在は必要であるが、立会人の署名捺印欄は設けないこととしている。
☆代筆者であることの記載
· 本人が障害をもつために、本人自身が契約書に署名できない場合がある。そのような場合には、代筆者が本人に代わって署名した旨の記載を設けて、契約時の事情を明らかにしようとしている努力がなされている。その具体的な方法としては、代筆者による本人の氏名の記載、代筆者が本人に代わって署名した旨の記載、代筆者の署名捺印がなされることとなる。しかしながら、契約書に署名する行為は、契約の主体としての重要な行為なのであるから、安易に署名が代筆されるべきではない。本人の身体的条件や識字的条件などに照らして、本人が署名することが客観的に不可能な場合に限定して代筆が認められるべきであろう。その意味では代筆の可能性を否定することは妥当でないが、代筆者欄をモデル契約書に設けると、安易な代筆の慣行を招来するおそれもあり、確定した代筆記載欄を設けることは避けるべきである。
☆「合意管轄条項」
＊合意管轄条項とは、契約に関する法的紛争を生じた場合に訴えを提起しうる裁判所などについて、あらかじめ合意しておくことを指す。モデル契約書では、交渉力の不均衡性に配慮して、利用者に有利な方向での合意管轄条項を置いておくことも考えられる。しかし、在宅サービスの場合には利用者の住所地に所在する裁判所を合意管轄裁判所とすることにも一定の合理性があるが、施設サービスの場合には利用者の住所地と施設所在地が異なることを多々想定しうる。そうすると、利用者が施設に所在したまま訴えを提起しようとする場合、利用者の住所地に所在する裁判所を管轄裁判所とするのは不都合である。また、施設を退去して訴えを提起する場合であっても、利用者が別な施設に入所したとか、法的支援者の所在が利用者の住所地と異なるとか（主としてコストに関する配慮）、一律に利用者の住所地に所在する裁判所を管轄裁判所として合意としないほうがいいことも想定しうる。したがって、合意管轄条項は設けないこととした。
参考：全社協「障害福祉サービスの契約に関する研究事業～報告書～」（平成15年）





契約期間については、期間満了後の更新についても定めておく必要があることを否定するものではない。しかし、自動更新条項としてしまうと、各市区町村における支援費制度の運用状況が予想しえない現状では、事業者が一方的にリスクを負うことになる可能性を否定することはできない。また、一定の申入期間を定めて更新の有無を定めることも考えられるが、これも事業者からの更新しない旨の申入れが応諾義務との関係で定められないことに鑑みると、利用者からの申入れのみを定めることとなり、自動更新条項と同様な問題を派生させることになってしまう。


　したがって、更新条項に関しては、支援費制度の今後の運用実態を見据えて、さらに検討していくべきであろう。ここでは、とりあえず、満了前の契約更新がありうることを記載して、更新手続きの余地を示すに止めている。したがって、第２条は、期間満了をもって契約が終了することを前提とした契約期間の定めとなっているのであるが、これで十分とする趣旨ではないことに注意が必要である。

















